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第１章 計画の策定にあたって 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の策定にあたって 

○本計画書では、令和 7 年（2025 年）、令和 22年（2040 年）と表記において元号と西暦を

使い分けています。 

○計画書中に（＊）で表示しているものについては、資料編に用語解説があります。 

○計画書中に（※）で表示しているものについては、同頁に説明があります。 

○「障害」の表記について、法令等に基づくもの、名詞や一般的に漢字で表記したほうが 

わかりやすいものは「障害」を使用し、それ以外は「障がい」と表記しています。 
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１ 計画策定の趣旨 

 
 

大田区の65歳以上の高齢者人口は、令和２年10月現在において16万を超えました。75

歳以上の後期高齢者数は約８万６千人と、65歳から74歳までの前期高齢者数を約６千人

超え、超高齢化はさらに進んでいます。令和２年10月現在の高齢化率＊は22.6％で、令

和22年（2040年）には26.9％まで上昇すると見込まれます。さらには、単身高齢者数

も、令和７年には６万３千人と大幅な増加が予想されています。 

今後、団塊ジュニア世代（昭和46年(1971年）から昭和49年(1974年)生まれ）が65歳を

迎える2040年代に向かって、引き続き単身高齢者、認知症の高齢者の増加が進むととも

に、現役世代（高齢者を支える担い手）は減少していくことが予想されています。 

これまで区は、団塊の世代が75歳以上となる令和７年（2025年）にむけて、「高齢者が

住み慣れた地域で安心して暮らせるまち」をつくるため、その生活を支える医療・介護・

介護予防・住まい・生活支援の各サービスが必要に応じ適切かつ円滑にコーディネート

される体制である地域包括ケアシステムを構築、深化・推進してきました。 

国は、「高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムは、制度・分野の枠や「支

える側」「支えられる側」という従来の枠を越え、人と人、人と社会がつながり、一人ひ

とりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる包摂的な社会

である「地域共生社会＊」の実現に向けた中核的基盤となり得るものである」としていま

す。 

さらに、令和２年６月、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正す

る法律」では、地域共生社会の実現を目指し、地域住民の複雑化・複合化した支援ニー

ズに対応する区市町村の包括的な支援体制の構築とともに、地域の特性に応じた認知症

施策や介護サービス提供体制の整備等の促進など、社会福祉法等に基づく社会福祉基盤

の整備と介護保険制度の一体的な見直しが行われました。今後、区は、包括的な支援体

制に向けた社会福祉基盤の整備とあわせ、介護保険制度に基づく地域包括ケアシステム

の推進や地域づくりを一体的に取り組んでいく必要があります。 

今期、第８期は2025年を目前に控えた３年間の計画期間になります。来る2040年代に

向け、区は第８期計画において、直近の上位計画である「大田区地域福祉計画」に定め

る「大田区版地域共生社会の実現」に向けての準備期間として、その中核的基盤となる

地域包括ケアシステムのさらなる発展・推進を図っていきます。 
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大田区基本構想 

 

おおた高齢者施策推進プラン 

～大田区高齢者福祉計画・ 

第８期介護保険事業計画～ 

◯おおた障がい施策推進プラン 
◯おおた健康プラン 

整合性 

老人福祉法 

介護保険法 

 「新おおた重点プログラム」 

２ 計画の基本的性格 
 

（１）老人福祉法及び介護保険法に基づく策定と見直しの時期 

「おおた高齢者施策推進プラン～大田区高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画～」

は、老人福祉法第20条の８に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法第117条に基

づく「市町村介護保険事業計画」を一体のものとして策定するものです。 

計画期間は、介護保険法に基づき、令和３年度から令和５年度の３年間で、第６期計

画から取り組んできた、「地域包括ケアシステム」をさらに推進する計画です。 

 
平成 

30年度 

平成31年度 

令和元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

 令和 

22年度 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）本計画の位置づけ 

この計画は、老人福祉法及び介護保険法に基づくほか、高齢者の居住の安定確保に関

する法律に基づく「市町村高齢者居住安定確保計画」を包含します。また、大田区の区

政運営や施策の基本となる「大田区基本構想」及び「新おおた重点プログラム」の高齢

者分野の個別計画でもあります。加えて、本計画の上位計画である「大田区地域福祉計

画」をはじめとする区の保健・福祉に関する計画と整合性を持った計画とします。 

 

 

 

 

 

 

  

  

おおた高齢者施策推進プラン 
～大田区高齢者福祉計画・ 
第８期介護保険事業計画～ 

おおた高齢者施策推進プラン 
～大田区高齢者福祉計画・ 
第７期介護保険事業計画～ 

 令和 22 年度（2040 年度）までの見通し 

市町村高齢者居住安定確保計画 

≪上位計画≫ 大田区地域福祉計画 
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３ 計画策定の体制と方法 
 

（１）区民との協働 

「高齢者福祉計画」及び「第８期介護保険事業計画」を一体的に策定するため、学識

経験者、関係団体、公募委員で構成する「大田区高齢者福祉計画・介護保険事業計画推

進会議」において、これまでの計画推進状況や今期計画の策定について、審議を行って

きました。 

また、区民意見公募手続（パブリックコメント）や区民説明会（説明動画の配信）を

通して区民からの意見を聴取し、区民との協働による計画策定を行いました。 

 

（２）関係部局との連携 

高齢福祉課・介護保険課を中心とした福祉部のみならず、健康政策部・地域力推進部・

まちづくり推進部・区民部等の関係管理職で構成する「大田区高齢者福祉計画・介護保

険事業計画庁内検討委員会」にて、計画策定の素案検討を行いました。 

今後の施策策定・実施にあたっては、広く関係部局と連携しながら進めます。 

 

（３）高齢者等実態調査等の実施 

計画策定にあたっては、その基礎資料とするため、令和元年 10 月１日を基準日とし、

以下の調査を包含する高齢者等実態調査を実施しました。 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

  在宅で生活する元気高齢者、総合事業対象者、要支援認定者を対象とし、要介護度

の悪化につながるリスクや高齢者の社会参加・支え合い体制づくり、介護予防の推進

等のために必要な社会資源を把握することを目的とした調査となります。（詳細につい

ては、第３章 34 ページ） 

②在宅介護等実態調査 

  在宅で生活をしている要介護認定者を対象とし、「要介護者の在宅生活の継続」や「介

護者の就労継続」に有効なサービスのあり方等を把握することを目的とした調査とな

ります。 
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４ 計画の基本理念と基本目標 
  

（１）基本理念と基本目標 

第６期以降、取組を進めている「地域包括ケアシステム」が実現した姿を表す「高齢

者が住み慣れた地域で、安心して暮らせるまちをつくります」を第８期計画の基本理念

として位置づけます。 

また「大田区地域福祉計画」に掲げる「複合課題に取り組む個別支援」、「支援と共生

の地域づくり」の２つを取組の柱とする「大田区版の地域共生社会」の実現に向け、第

８期計画は2040年を見据えた、地域共生社会の礎となる地域包括ケアシステムのさらな

る推進に取り組みます。 

 

 

  

各計画の関係 

     将来像：地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動する国際都市 おおた 

〔子育て・教育・保健・福祉分野の基本目標〕 

 〇生涯を健やかに安心していきいきと暮らせるまち 

大田区 

基本構想 

 

基本目標１：一人ひとりが生きがいや役割を 

もっていきいきと暮らせるまち 

〔
計
画
を
推
進
す
る
基
本
的
視
点
〕 

〇
切
れ
目
の
な
い
支
援 

〇
地
域
力 

〇
新
た
な
取
組
の
導
入 

〔大田区版「地域共生社会の実現」への取組の柱〕 

         〇複合課題に取り組む個別支援 〇支援と共生の地域づくり 

「新おおた重点プログラム」 

〔高齢者分野の個別目標〕 

     〇高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らせるまちをつくります 

大田区 

地域福祉計画 

基本目標２：地域のつながりにより互いに 

たすけあいながら暮らせるまち 

基本目標３：多様なサービスにより安心して 

自分らしい暮らし方を実現できるまち 

大田区 

基本計画 

 〔 基本理念 〕 
お
お
た
高
齢
者
施
策
推
進
プ
ラ
ン 
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（２）基本目標概要 

 

  

 

 基本目標１では、高齢者全体の８割以上を占める、介護や支援を必要としていない元

気な高齢者に健康の維持や向上に向けた支援を行うことにより、地域や社会で分にあっ

た就労スタイルで働く人、また社会参加・介護予防などさまざまな活動を通し生きがい

や役割を持っていきいきと暮らせるまちをめざします。 

これまでの人生で培ってきた経験や知識を活かしながら自て、地域活動の担い手とし

て、さらにその育成に関わる人が増えていく取組を進めます。 

 

 

 

 基本目標２では、地域で暮らす高齢者を支えるため、地域住民をはじめ多様な主体が

が互いにつながり、たすけあうまちづくりを進めます。 

団塊の世代が75歳を迎える2025年はもとより、2040年代には人口構成やそれに伴う社

会構造が大きく変化することにより、単身世帯の拡大や介護ニーズの高い後期高齢者の

増加等様々な影響が懸念されています。そこで大きな課題となっている社会保障の持続

可能性を担保するためには、地域の多様な主体がつながることで、複雑化・複合化した

世帯や個人の抱える生きづらさや困難さを受け止め、支える新しいサービスやネット

ワークを構築する必要があります。そのため、まち全体の互助力、ささえあいを高める

取組をさらに推進していきます。 

 

 

 

  

基本目標３では、介護や支援が必要となった高齢者が、地域の中で安心して自分らし

く暮らすために必要なサービスが地域の多様な主体により適切、かつ円滑に提供される

体制づくりをさらに推進していくことをめざします。 

 そのため、地域包括ケアシステムの中核である地域包括支援センター＊の機能強化のほ

か、介護保険サービスの充実、認知症高齢者対策を進めます。 

また生命・身体・財産などの権利擁護や、適切な介護サービス等の提供等を通じて高

齢者個人の尊厳が守られるまちをめざします。  

基本目標１  
一人ひとりが生きがいや役割を持っていきいきと暮らせるまち 

基本目標 2  
地域のつながりにより互いにたすけあいながら暮らせるまち 

基本目標 3 
多様なサービスにより安心して自分らしい暮らし方を 

実現できるまち 
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（３）計画を推進する基本的視点について 

基本理念の実現に向け、計画を推進する３つの視点として、分野を超えた「切れ目の

ない支援」、「地域力」の活用、既存の枠にとらわれない柔軟な発想に基づく「新たな取

組の導入」を定めました。この３つの視点を、計画全体を包含する考え方として計画を

推進していきます。 

 

 

 

元気な高齢者が、支援や介護を必要とする「状態の切れ目」に加え、高齢分野・障が

い分野、生活困窮分野等といった「分野の切れ目」、世帯や性別、年齢などの「属性の切

れ目」がないよう、地域包括支援センターを軸とする相談体制を充実します。 

 

 

 

ひとり暮らしの高齢者や老老介護の世帯及び75歳以上の後期高齢者が急増していくと、

「買い物」「食事作り」「見守り」などといった「生活支援サービス」へのニーズが高まっ

ていくと考えられます。そのため、行政サービスのみならず、区民、ＮＰＯ、ボランティ

ア、事業者等の多様な主体が参画する厚みのある支援体制を構築することが必要となっ

てきます。同時に、高齢者の就労・社会参加の更なる推進を通じて、元気な高齢者が社

会的役割を持ち、生きがいや介護予防につなげる取組も重要です。「支える側」「支えら

れる側」という画一的な関係を超え、地域住民がともに支え合う地域づくりを進め、世

帯・地域を包括的に支援する体制整備を進めていきます。 

こうした区民一人ひとりの力を源とした地域づくりのために欠かせない力として「地

域力」を積極的に活用する取組を進めます。 

 

 

 

近年の大規模な地震や風水害による被害や、令和２年には新型コロナウイルス感染症

の拡大防止により、現在の事業のあり方・考え方の見直しや、新しい生活・取組への転

換を図ることが求められています。 

さらに今後は、地域共生社会の考え方が地域に浸透することで新たなサービスや支援

の形が生まれることも予想されます。そのため、区を取り巻く情勢を予測しながら、従

来の枠組みにとらわれない柔軟な発想力と、データ等の事象の検証・分析に基づく事業

の再構築などを継続して行うことが必要です。 

  

切れ目のない支援 
 

地 域 力 
 

新たな取組の導入 
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５ 大田区の地域包括ケアシステム 
  

（１）地域包括ケアシステムにおける日常生活圏域の設定と考え方 

日常生活圏域は、地理的条件、人口、交通事情、介護サービスを提供する施設の整備

状況等のほか、自治会・町会など既存コミュニティの活動等を総合的に勘案し、各保険

者が目指す「地域包括ケアシステム」を構築する区域を念頭に設定することが国の基本

指針により規定されています。 

区では、第６期計画まで大森、調布、蒲田、糀谷・羽田の４つの区域を日常生活圏域

として設定していましたが、地域力をキーワードに、特別出張所を拠点とした地域づく

りを進めている現状を踏まえ、第７期計画より18の特別出張所の管轄区域を日常生活圏

域とするよう見直しました。 

これまでの４つの区域については、各地域福祉課を中心とする関係機関が連携しなが

ら、単独の日常生活圏域では解決できない専門的、広域的な課題に対応し、管轄内の日

常生活圏域を支援していく「基本圏域」として位置づけています。 

区は、18の日常生活圏域と４つの基本圏域を総合的に支援し、本計画で掲げた全区的

な施策を着実に推進していく機能を有します。 

大田区では、３層圏域による相互の連携を図り、18日常生活圏域の実情に即した地域

包括ケアシステムの構築を進め、本プランの基本理念を着実に実現していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■日常生活圏域 （１８特別出張所の区域） 

地域包括支援センターが核となり、地域拠点の特別出張所と連携

しながら、地域の多様な資源をつなぎ、介護予防・生活支援を中心と

した地域づくりを進めていく圏域です。 

■基本圏域 （大森、調布、蒲田、糀谷・羽田） 

地域福祉課が中心となり、複数の日常生活圏域にわたる地域課題や、高齢

者・障がい者・子育て世帯などの専門的・分野横断的な課題に対する支援な

ど、管内の地域包括支援センターと協力し解決を図る圏域です。 

■区全域 

18 の日常生活圏域、４つの基本圏域における取組を下支えし、多機関の協働・連携により包括的に支

援する圏域です。 
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６ 第８期計画の地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

（１）大田区版地域共生社会の実現に向けた第８期計画の位置づけ 

平成 31 年３月に策定した「大田区地域福祉計画」において、区が考える地域共生社会

は、大田区に暮らす人々が、平時はもとより災害時においても、地域社会の一員として、

安心して、その人らしく、充実した生活が送れるよう、区民、地域活動団体、社会福祉

法人、区内事業者、区が協力し、地域力を発揮して地域の生活や福祉の課題を解決する

ものです。同計画の基本理念には、「ともに支えあい、地域力ではぐくむ、安心して暮

らせるまち」を据え、それを実現するために、「複合課題に取り組む個別支援」と「支

援と共生の地域づくり」の２つを取組の柱として掲げています。 

第８期計画は、この「大田区地域福祉計画」の取組と連動して進め、地域共生社会の

中核的基盤となる地域包括ケアシステムをさらに発展させていくものとなります。 

加えて、社会福祉法では、区市町村は「地域住民等及び支援関係機関による、地域福

祉推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的

に提供される体制を整備するよう努める」こととされています。具体的には、介護保険

の被保険者、障がい者、子ども・子育て、生活困窮者等を含めた包括的な支援体制を整

備するものであり、今後、これらの施策の部局を超えた調整が必要となります。 

このため、第８期計画の３年間は、大田区版地域共生社会の実現に資する包括的な支

援体制の構築に向けた全庁的な検討、調整を図る準備期間として位置付けます。 

 

（２）包括的な支援体制の構築に向けた体制づくり 

高齢者やその世帯等が抱える複合的な課題に対応し、取りこぼしのない支援へとつな

げていくため、地域包括支援センター等の多様な相談支援機関が、相談者の世帯全員の

状況を包括的に受け止め、関係する支援機関につないでいく体制を強化します。 

また、確実な支援につなげていくには、地域包括支援センター等の支援機関と地域の

多様な主体が連携していく地域ネットワークの充実が必要です。具体的には、地域包括

支援センターの見守りささえあいコーディネーター、地域ささえあい強化推進員＊、社

会福祉協議会の地域福祉コーディネーター等の地域福祉を推進するコーディネーター

（以下「福祉コーディネーター」という。12ページ参照）が、個々の課題を公的サービ

スや支援機関、社会福祉協議会の事業、地域資源などに結びつける役割を果たしていき

ます。また、福祉コーディネーターは、課題の未然防止に資する地域資源の確保・開発

や、支援機関と地域のネットワークの拡充に取り組み、さらなる個別支援の充実につな

げていきます。 
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（３）地域包括ケアシステムを構成する５つの要素の機能強化 
 

住まい 

高齢者等の住まい確保に留まらず、生活の支援等の課題に対応していくため、関係機

関と支援団体等の連携を強化します。また、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅の円滑な

入居支援に向け、家主や不動産店等の理解促進を図り、地域包括ケアシステムの基礎と

なる住まいの安定的な確保に取り組みます。 

医療と介護 

医療・介護ニーズを併せ持つ要介護者の在宅生活を支援するため、入退院支援、日常

の療養支援、急変時の対応等の様々な場面で、地域の医療・介護関係者等の連携を図り、

チームケアによる切れ目ないサービスを提供していく体制を強化します。 

今後、増加が見込まれる認知症高齢者の支援に向け、区は、認知症施策推進大綱＊に基

づく予防の強化、早期診断・早期対応に向けた体制整備に取り組みます。介護分野では、

多様なニーズに対応した介護基盤の整備を進めるとともに、介護事業所における業務効

率や介護従事者が安心して働き続ける環境づくりを支援し、安定した介護人材の確保・

育成・定着を推し進め、将来の介護ニーズに対応していく体制を構築していきます。 

介護予防・生活支援 

区は、高齢者が年齢や心身の状況等によって分け隔てられることなく、参加すること

ができる住民主体の通いの場等におけるフレイル＊・介護予防を推進し、これまで支え

られていた人が支える側に回っていく循環を推進します。また、多くの高齢者が社会で

役割を持って活躍できるよう、多様な就労・社会参加を促します。 

高齢者の見守り・安否確認、外出支援、買い物等といった多様な生活支援ニーズに対

応していくため、住民主体の担い手を養成するとともに、自治会・町会、民生委員をは

じめ、地域団体、ＮＰＯ、事業所・商店街など、多様な主体で構成される地域の支援

ネットワークを地域コーディネーター等の取組により拡充していきます。 

通いの場等の取組には、高齢者のみならず家族や現役世代にも働きかけ、多世代・多

分野の住民による交流を広げ、支援と共生が育まれる地域づくりを進めます。また、

日々の見守り活動や通いの場における参加者が、課題や悩みを抱えた高齢者等を発見し

たときは、適切な支援につなぐ役割を担うなど、地域におけるささえあい・たすけあい

の機運を醸成していきます。 
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概念図 

 

 

 

 

 

Ａ3 ポンチ図 折込 
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大田区圏域別地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ4 大田区地図 横書き 
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大田区におけるコーディネー 

大田区におけるコーディネーター    ～大田区地域福祉計画から～ 
 

福祉コーディネーター（地域福祉を推進するコーディネーター）は、個々の生活課題や地域

の課題と、公的サービスや支援機関、社会福祉協議会の事業、地域資源とを結びつけていく

重要な役割を果たします。具体的には、個々のケースに関わること、地域共通の課題として考

えるべきこと、コミュニティを活性化する地域づくりに関わることなど広範囲にわたります。 

そのため、区や社会福祉協議会が持っている力を合わせて、その機能を整備します。 
 

● 地域福祉課地域包括ケア推進担当 

分野横断型の個別支援のための総合調整と包括的支援体制を確立するためのネットワーク

づくりを行うことを目的に４つの基本圏域に配置。地域包括支援センターの後方支援や住民主

体の地域活動の把握・育成・支援などを行うとともに、各種活動を通じて各コーディネーターをリー

ドしていきます。 

   活動状況：地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築を推進するため、各コーディネー

ターと連携のもと、地域資源を活かした活動を展開 

地域包括支援センターの後方支援、地域ケア会議の開催支援、地域の通いの

場の把握・立ち上げ・継続支援など 
 

● 地域包括支援センターの見守りささえあいコーディネーター ● 

    地域と連携して、高齢者を見守り支え合う体制づくりを進めることを目的に、２２か所ある地

域包括支援センターに配置されています。見守りキーホルダーの登録の推進や地域の団体・企

業等の見守りネットワークを構築しています。 

   活動状況：地域包括支援センターの顔として、こまめに地域に出向き、地域とのつながりづくり

の推進。自治会・町会等と協力して見守りキーホルダーの登録勧奨などを実施 
 

● 地域ささえあい強化推進員 ● 

    地域の高齢者の自助力・互助力を強化推進することを目的に４つの基本圏域に配置されて

います。フレイル予防の啓発や地域の通いの場の構築、生活支援の担い手の育成、地域のささ

えあいネットワークの構築を行っています。 

   活動状況：地域のささえあいやつながりを生むための企画立案や地域団体への相談支援、社 

協の地域福祉コーディネーターと連携して助け合いプラットフォームの実施など 
 

● 社会福祉協議会の地域福祉コーディネーター ● 

    住民同士のささえあいによる地域福祉活動を進めるための、住民間や関係者をつなぐネット

ワークづくりと多世代の地域生活課題を解決するための地域資源の開発を進めることを目的

に、４つの基本圏域をそれぞれ担当。地域生活課題の解決の場つくりである、助けあいプラット

ホーム事業や民生委員児童委員と連携しながら専門機関等へつなげる個別支援を行っていま

す。 

   活動状況：地域ささえあい強化推進員と連携して、六郷や西蒲田で助け合いプラットフォーム 

を実施するほか、地域生活課題における制度の狭間にいる個別課題への支援 
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１ 人口の推移と推計 
 

（１）人口の推移 

65歳以上の高齢者人口は、平成12年度の約10.7万人から、令和元年度には約16.6万人

に増加しています。高齢化率は、平成27年度以降、22.5％から22.7％程度で推移してい

ます。平成30年度に75歳以上の後期高齢者が、65～74歳までの前期高齢者を上回り、以

降、その差は拡大しています。 

 

図表２-１ 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※：高齢化率＝65歳以上人口÷総人口。 

出典：住民基本台帳（各年10月１日現在） 

 

 

図表２-２ 第１号被保険者数の推移 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

第１号被保険者数 161,129 人 163,700 人 165,397 人 166,439 人 167,189 人 167,626 人 

 
65～74 歳 85,452 人 85,259 人 84,209 人 82,769 人 80,775 人 80,327 人 

75 歳以上 75,677 人 78,441 人 81,188 人 83,670 人 86,414 人 87,299 人 

 

出典：「介護保険事業状況報告」（各年10月1日現在） 

  

※令和２年度は４月１日現在（帳票はここまでしか出ていない）
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（２）人口の推計 

第８期計画における高齢者人口は、75歳以上の後期高齢者が増加する一方、65歳から

74歳までの前期高齢者は減少し続けながら16.6万人程度で推移します。その後も高齢者

人口は増加し、令和22年度には20万人を上回る見込みです。 

第８期計画における高齢化率は、高齢者人口が横ばいで推移する一方で、64歳以下人

口が増加し続けるため、22％台で低下していく見込みです。その後、高齢化率は、令和

７年度に22.1％まで低下しますが、令和22年度には64歳以下人口の減少により26.9％ま

で増加する見込みです。 

 

図表２-３ 人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※：住民基本台帳をもとにした過去５年の実績に基づく人口推計値（各年10月１日現在） 

令和22年度は、「社人研『日本の地域別将来推計人口』（平成30（2018）年推計）大田区」を引用 

 

 

図表２-４ 第１号被保険者数の推計 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 7 年度 令和 22 年度 

第１号被保険者数 167,513 人 167,445 人 167,441 人 167,755 人 204,408 人 

 
65～74 歳 79,965 人 76,507 人 72,990 人 68,626 人 102,327 人 

75 歳以上 87,548 人 90,938 人 94,451 人 99,129 人 102,081 人 

※：65歳以上の人口推計値に、65～74歳及び75歳以上別の住所地特例者*を考慮した人数 

（各年10月１日現在）。 

※：過去５年の実績に基づく推計値。 
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２ 高齢者世帯の推移と推計 
 
 

高齢単身世帯数は、平成12年に高齢夫婦世帯数を上回り、平成２年の11,861世帯から

平成27年の41,901世帯へと約3.5倍増加しました。 

高齢夫婦世帯数も増加傾向にありますが、総世帯数に占める割合は、今後も7％台で推

移する見込みです。 

 

図表２-５ 高齢者世帯の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※：高齢夫婦とは、夫65歳以上妻60歳以上の夫婦1組のみの一般世帯 

出典：国勢調査 大田区分（各年10月１日現在）。令和２年及び令和７年は推計値 
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３ 認知症高齢者の推移と推計 
 

令和元年度における認知症高齢者の出現率をもとに、将来の認知症高齢者数を推計し

た場合、日常生活自立度がⅠ以上（何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び

社会的にほぼ自立している）の高齢者は、令和７年度に約2.7万人、令和22年度には約3.3

万人に増加する見込みです。 

また、日常生活自立度がⅡａ以上（日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎

通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる）の高齢者は、令和７

年度に約2.1万人、令和22年度には約2.5万人に増加する見込みです。 

 

図表２-６ 認知症高齢者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２-７ 見守り又は支援が必要な認知症高齢者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※：各年10月１日現在。  
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４ 要支援・要介護認定者数の推移と推計 

 

（１）要支援・要介護認定者＊数の推移 

要支援・要介護認定者数は、平成30年度から本格実施となった介護予防・日常生活支

援総合事業への移行等を理由に要支援者が減少に転じ、令和元年度以降は約3.0万人程度

で推移しています。 

大田区の認定率＊は、全国及び東京23区と比較した場合、平成28年度までは東京23区と

同水準で推移していましたが、平成30年度より東京23区を下回って推移しています。 

 

図表２-８ 要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２-９ 認定率の比較 
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出典：「介護保険事業状況報告」（各年10月１日現在） 
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（２）要支援・要介護認定者数の推計 

第８期計画における要支援・要介護認定者数は、75歳以上の後期高齢者の増加により

緩やかに増加し続け、令和７年度には3.3万人、令和22年度には4.0万人を上回る見込み

です。 

認定率については、高齢者人口は横ばいで推移するものの、要支援・要介護認定者の

増加に伴い18.5％から19.4％程度で推移し、令和７年度以降は20％程度で推移していく

見込みです。 

 

 

図表２-10 要支援・要介護認定者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※：認定率＝65歳以上の要支援・要介護認定者数÷第１号被保険者数。 

※：各年10月１日現在。 

※：過去５年の実績に基づく推計値。 
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５ 高齢者等実態調査結果 
 

計画策定にあたりその基礎資料とするため、介護保険の被保険者、介護サービス事業

者を対象に実態調査を行いました（以下「高齢者等実態調査」といいます。）。調査の結

果（一部抜粋）は以下のとおりです。 

 

（１）健康づくり・介護予防に向けた取組 

要介護認定を受けていない第１号被保険者＊に「充実した生活を送るために、取り組ん

だ方がよいこと（意識していること）と実践していること」を調査しました。 

各取組の中で、「認知症にならないよう脳トレすること」「バランス能力を高めるよう

な運動を行うこと」「地域活動やボランティア活動に参加すること」においては、意識と

実践の割合が大きくかい離しています。 

 

 

図表２-11 健康づくり・介護予防に向けた取組（第１号被保険者） 
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歯と口の清潔を保ち、かむ力を維持すること

近所づきあいをすること

趣味を持つこと

仕事をすること

地域活動やボランティア活動に参加すること

認知症にならないよう脳トレすること

その他

特にない

無回答

75.1

42.3

41.4

57.9

16.2

19.2

53.6

50.0

23.5

44.5

20.3

14.7

46.3

1.2

4.3

3.0

54.2

27.6

37.2

46.4

20.6

18.3

52.0

46.8

20.5

37.5

21.9

10.5

27.7

2.1

6.0

3.8

0 20 40 60 80

充実した高齢期の生活を送るため

に取り組んだ方がよいこと

充実した高齢期の生活を送るため

に実践していること

(%)
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（２）介護予防・重度化防止に向けた取組 

要介護認定を受けている第１号被保険者に、「要介護状態の維持・改善に向けて取り組

んだ方がよいこと（意識していること）、既に取り組んでいること(実践していること)」

を調査しました。 

各取組の中で、「地域活動やボランティア活動に参加すること」「認知症にならないよ

う脳トレすること」「趣味や好きなことを探し、続けること」においては、意識と実践の

割合が大きくかい離しています。 

 

 

図表２-12 介護予防・重度化防止に向けた取組（要介護認定者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

体操や運動をすること

食事、睡眠など、規則正しい生活を送ること

適正な体重を維持すること

バランスのよい食生活をすること

タバコを吸わないこと（禁煙・減煙・分煙）

お酒の飲み方に気を付けること
（休肝日を設けるなど）

定期的に健康診査を受けること

近所づきあいをすること

趣味や好きなことを探し、続けること

地域活動やボランティアに参加すること

認知症にならないよう脳トレをすること

歯と口を清潔に保ち、かむ力を維持すること

特にない

無回答

65.9

56.2

32.3

48.4

12.3

9.7

36.7

15.4

27.8

4.0

34.6

46.9

5.0

4.7

47.4

50.9

26.4

39.4

16.7

10.9

37.7

10.4

16.3

2.2

21.3

39.6

9.3

4.9

0 10 20 30 40 50 60 70

要介護度状態の維持・改善に向けて

取り組んだ方がよいと思うこと

要介護度状態の維持・改善に向けて

実践していること

(%)
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（３）健康づくり・介護予防に向けた取組 

第２号被保険者＊に「充実した高齢期の生活を送るために、取り組んだ方がよいこと（意

識していること)と、実践していること」を調査しました。 

各取組の中で、「足腰の筋肉を鍛えること」や「バランス能力を高めるような運動を行

うこと」においては、意識と実践との比較で20ポイント以上乖離しています。 

 

 

図表２-13 健康づくり・介護予防に向けた取組（第２号被保険者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

足腰の筋力を鍛えること

バランス能力を高めるような運動を行うこと

適正な体重を維持すること

バランスのよい食生活をすること

タバコを吸わないこと（禁煙・減煙・分煙）

お酒の飲み方に気を付けること（休肝日を設
けるなど）

定期的に健康診査を受けること

歯と口の清潔を保ち、かむ力を維持すること

近所づきあいをすること

趣味を持つこと

仕事をすること

地域活動やボランティア活動に参加すること

認知症にならないよう脳トレすること

その他

特にない

無回答

76.5

44.9

55.9

65.3

23.7

30.2

58.1

56.9

19.2

57.1

42.9

20.7

43.4

2.3

1.2

1.7

46.9

22.9

38.6

47.2

31.6

27.4

55.4

42.4

11.0

40.1

55.4

10.0

15.9

1.2

3.8

3.2

0 20 40 60 80 100

充実した高齢期の生活を送るために

取り組んだ方がよいと思うこと

充実した高齢期の生活を送るために

実践していること

(%)
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（４）地域活動への参加意向 

地域づくりを進める活動への参加意向及び地域づくりを進める企画・運営者としての参

加意向は、要介護認定を受けていない第１号被保険者の方が、第２号被保険者よりも高

く、女性の方が男性よりも高い状況にあります。 

 

図表２-14 地域活動への参加者としての参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２-15 地域活動への企画・運営者としての参加意向 
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0.7

1.3

1.0
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（５）地域のつながりの必要性と実感 

地域のつながりの必要性について、第２号被保険者の９割が《必要だと思う》（「必要

だと思う」＋「どちらかといえば必要だと思う」）と回答しています。 

一方、地域のつながりの実感については、要介護認定の有無を問わず第１号被保険者の

５割程度が、《感じる》（「感じる」＋「どちらかといえば感じる」）と回答している一

方、第２号被保険者の６割弱が《感じない》（「どちらかといえば感じない」+「感じな

い」）と回答しています。 

 

 

図表２-16 地域のつながりの必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２-17 地域のつながりの実感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２号被保険者調査
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（６）認知症の人との共生に必要な取組や支援 

認知症の人との共生に必要な取組や支援について、要介護認定を受けていない第１号

被保険者、第２号被保険者においては、「認知症に関する正しい知識や理解を広めるこ

と」が最も高くなっています。 

要介護認定者においては、「認知症に人の状態に応じた適切な介護や医療のサービス

の質の向上」が最も高くなっています。 

 

図表２-18 認知症の人との共生に必要な取組や支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認知症に関する正しい知識や理解を広めること

「物忘れが多い」等と思ったら、すぐ相談・受
診できる医療機関が増えていくこと

認知症の人の状態に応じた適切な介護や医療の
サービスの質の向上

認知症の人やその家族が気軽に通える通いの場
を増やすこと

認知症の人や家族支援の充実

認知症の人を支える社会資源（施設・サービ
ス）が充実し、周知されている

その他

わからない

無回答

56.0

45.8

48.0

37.3

39.0

36.5

0.7

10.1

6.3

46.2

39.7

48.7

28.8

43.5

35.6

0.8

13.9

6.4

61.6

50.6

59.3

44.1

54.8

58.1

0.8

5.7

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

高齢者一般調査

要介護認定者調査

第2号被保険者調査

(%)
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（７）介護をすることになった場合に不安に感じること 

第２号被保険者が、家族等の介護をすることになった場合に不安に感じることは、「夜

間の排泄」、「認知症状への対応」、「入浴・洗身」が高くなっています。 

 

 

図表２-19 介護をすることになった場合に不安に感じること（第２号被保険者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(599)  

夜間の排泄

認知症状への対応

入浴・洗身

日中の排泄

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

外出の付き添い、送迎等

食事の準備（調理等）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

屋内の移乗・移動

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

食事の介助（食べる時）

服薬

衣服の着脱

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

その他

不安に感じていることは、特にない

無回答

43.4

38.7

37.9

29.9

25.0

20.5

14.0

12.2

9.2

8.8

8.5

3.8

3.2

2.3

3.7

2.3

2.8

0 10 20 30 40 50 (%)
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（８）今後、（介護が必要になった場合）希望する暮らし方 

今後、希望する暮らし方としては、どの調査の回答者も、「自宅で、主に介護サービス

などを利用したい」が３割台で最も高くなっています。 

要介護認定を受けている第１号被保険者においては、「自宅で、主に介護サービスなど

を利用したい」と「自宅で、主に家族や親族に介護をしてもらいたい」を合わせた《自

宅》での生活を希望する者が66.0％に達します。 

 

 

図表２-20 今後、（介護が必要になった場合）希望する暮らし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自宅で、主に介護サービスなどを利用したい

自宅で、主に家族や親族に介護をしてもらいたい

子どもや親族等の家に住み替えて、介護をして
もらいたい

シルバーピアで暮らしたい

サービス付き高齢者向け住宅で暮らしたい

介護を受けられる有料老人ホームで暮らしたい

認知症高齢者グループホームで暮らしたい

特別養護老人ホームに入りたい

その他

わからない

無回答
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（９）在宅で安心して暮らすための条件やサービス 

在宅で安心して暮らすための条件は、どの調査の回答者も「24時間必要に応じて、ヘ

ルパーや看護師が来てくれる」ことが最も高くなっています。 

そのほか、要介護認定を受けていない第１号被保険者、第２号被保険者においては「介

護や医療費に対する経済的負担が軽減される」、要介護認定を受けている第１号被保険者

においては「家族が理解・協力してくれる」ことが高くなっています。 

 

 

図表２-21 在宅で安心して暮らすための条件やサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24時間必要に応じて、ヘルパーや看護師が来てくれる

24時間必要に応じて、医師が往診してくれる

デイサービスやショートステイを利用したいときに利用
できる

配食や買い物、ゴミ出し等の生活面を支援してくれる

認知症に対応可能な医療・介護サービスが充実している

段差がないなど住まいの構造や設備が整っている

介護や医療費に対する経済的負担が軽減される

困ったときにいつでも相談できる場が身近にある

声かけや見守りをしてくれるなど地域の支えがある

家族が理解・協力してくれる

その他

わからない

無回答

56.3

41.3

41.1

38.6

35.1

20.9

46.8

38.8

19.5
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45.9
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30.2
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46.6

27.7
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第2号被保険者調査
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（10）区が取り組むべきこと 

今後、大田区が特に力を入れて取り組むべきことは、どの調査の回答者も「困ったと

きに気軽に相談できる体制の整備」、「家族介護者への支援」が相対的に高くなっていま

す。 

 

図表２-22 区が取り組むべきこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢者への就労支援

高齢者の社会参加・ボランティア・交流の促進

要介護状態にならないための介護予防事業の充実

高齢者の見守り体制の充実

困ったときに気軽に相談ができる体制の整備

認知症高齢者への支援

家族介護者への支援

介護サービス事業者の質の向上や不正行為の防止

住み慣れた地域での生活を24時間支える介護サービスの
整備

特別養護老人ホームなどの施設の増設

地域全体で高齢者を支援するしくみづくり

災害時に高齢者を支援する体制の整備

その他

わからない

無回答
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34.6
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（11）地域包括ケアシステムの構築に係る課題 

区内21の地域包括支援センターに、地域包括ケアシステムの構築に向けて優先すべき

課題を調査したところ、「フレイル・介護予防に係る地域の担い手の育成と支援」が最も

高く、次いで「介護予防に取り組む区民意識の醸成」、「高齢者の社会参加の創出の機会」

の順に高くなっています。 

 

 

図表２-23 地域包括ケアシステムの構築に係る課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24時間対応可能な医療・介護サービスの充実

その他

特にない

無回答

介護サービス事業所における人材確保

認知症への地域の理解

高齢者等を支える多様な団体等のネットワークづくり

多様な生活支援やサービスの提供

介護サービス事業所におけるサービスの質の向上

高齢者ニーズに応じた施設や住まいの提供

n=(21)  

フレイル・介護予防に係る地域の担い手の育成と支援

介護予防に取り組む区民意識の醸成

高齢者の社会参加の機会の創出

66.7

61.9

61.9

57.1

52.4

52.4

47.6

38.1

33.3

28.6

-

-

4.8
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